　　　和光市実習生の受入れに関する要綱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　改正平成２６年　５月２９日（要綱第１２号）
                                      改正令和　３年　６月１６日（要綱第１１号）
　（目的）

第１条　この要綱は、和光市が実施するインタ－ンシップ実習及び実務実習（以下「実習」という。）に関し必要な事項を定めることにより、インタ－ンシップ実習生及び実務実習生（以下「実習生」という。）の受入れを行い、もって教育機関に対する協力を通じた社会貢献の推進を図ることを目的とする。

　（定義）

第２条　この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　インタ－ンシップ実習　資格取得等を目的としない、学生の専攻や職業選択に活かすための就業体験研修をいう。

　実務実習　保育士、司書、保健師、看護師その他の特定の資格を取得するために実施が義務付けられている就業実習をいう。

　大学等　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校及び専修学校をいう。

　（学生の受入れの手続等）

第３条　大学等は、当該大学等に属する学生の実習の受入れを希望するときは、市長に対し実習の申込みを行うものとする。

２　市長は、前項の規定により実習の申込みを受理したときは、その内容を審査し、実習生の受入れの可否を決定したときは、実習受入れ可否決定通知書（様式第１号）により、当該申請者に通知するものとする。

３　市長は、前項の規定により実習生の受入れを決定したときは、学生が属する大学等から誓約書（大学用）（様式第２号）を、実習生から誓約書（学生用）（様式第３号）を提出させるものとする。

　（実習時間）

第４条　実習時間は、月曜日から金曜日まで（国民の休日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する祝日を除く。）の午前８時３０分から午後５時１５分までとする。ただし、休日に実施する事業に実習生を参加させる場合その他市が必要と認める場合は、この限りでない。

　（実習に係る経費等の負担）

第５条　市は、実習に伴う報酬、賃金、交通費、食費、実習期間中における災害、実習先との往復途上での災害補償その他一切の経費を負担しない。

　（実費徴収）

第６条　市は、実習に伴う費用のうち実費相当額の全部又は一部を徴収することができる。

　（災害補償及び賠償責任）

第７条　大学等は、実習中の災害等に備え、実習生を傷害保険、賠償責任保険等に加入させるものとし、実習生が市又は第三者に損害を与えたときは、大学等と実習生が連帯して責任を負うものとする。

　（受入れ課等の役割及び実習計画）

第８条　実習生を受入れる課等（以下「受入れ課」という。）の所属長は、実習を円滑に進めるために、所属する職員の中から、実習生の指導、監督等をする者（以下「実習担当者」という。）を指名する。

２　実習担当者は実習の内容や期間等を定めた実習計画書（様式第４号）を作成し、職員課へ提出するものとする。

　（実習の中止）

第９条　市長は、大学等又は実習生が第３条の規定により誓約した事項に違反したとき、又は実習を継続することが困難であると認められるときは、実習を中止することができる。

　（実習の実績報告）

第１０条　実習担当者は、実習生の受入れを実施した後、実習生受入れ実績報告書（様式第５号）により、所属長を経て速やかに職員課に実習の実績を報告するものとする。

　（その他）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、実習生の受入れの実施に関し必要な事項は受入れ課が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

　　　附　則
この要綱は、決裁の日から施行する。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、決裁の日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱の施行の際、この要綱による改正前の和光市実習生の受入れに関する要綱の様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。

